
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第89 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減
損損失の明細

（単位：千円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 26¶678¶782 276¶416 ` 26¶955¶199 6¶853¶007 962¶943 ` ` ` 20¶102¶191

構 築 物 1¶243¶806 ` 521 1¶243¶284 449¶971 63¶610 ` ` ` 793¶313

工具器具備品 426¶949 153¶058 ` 580¶008 107¶078 86¶493 ` ` ` 472¶929

図 書 316¶372 ` ` 316¶372 ` ` ` ` ` 316¶372

計 28¶665¶912 429¶474 521 29¶094¶865 7¶410¶058 1¶113¶047 ` ` ` 21¶684¶807

２．金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

貸借対照表計上額
（＊１） 時価（＊１） 差額（＊１）

\ 現金及び預金 3¶205¶591 3¶205¶591 `

] 未払金 （2¶019¶402） （2¶019¶402） `

^ 長期未払金及び未払金（ＰＦ
Ｉ）

（2¶632¶018） （2¶785¶648） （153¶629）
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Ö 国立大学法人等業務実施コスト計算書

引当外退職給付増加見積額には、国又は地方公共団体からの出向者に係る分31¶807千円（24名）

を含んでおります。

特定償却資産の除却損については、従来「損益外固定資産除却相当額」に計上しておりました

が、当事業年度より「損益外除売却差額相当額」の区分に計上しております。

× 金融商品関係

１．金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定しています。資金

調達については、年度内、又は一定期間における正確な情報に基づき適正に資金状況把握し、運

営費交付金の受け入れ遅延及び事故等の発生等により緊急に資金が必要となる場合のみ、借入れ

等による資金調達を行います。

今年度の資金運用にあたっては国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人通則法第47条の

規定に基づき、国債等による運用を行いました。期末日現在は、公債及社債・株式等は保有して

おりません。また、（上賀茂）（地球研）施設整備事業についてはＰＦＩ方式により行っています。

（＊１） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（注１） 金融商品の時価の算定方法
\ 現金及び預金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

] 未払金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

^ 長期未払金及び未払金（ＰＦＩ）
長期未払金及び未払金（ＰＦＩ）はＰＦＩによるものであり、時価の算定については一定
の期間ごとに区分した当該ＰＦＩ債務の元利金の合計額を、リスクフリーレートに近い財政
投融資資金の借入れに係る利率で割り引いて現在価値を算定しています。

Ø 賃貸等不動産関係
当法人は、賃貸等不動産を保有しておりますが、賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注
記を省略しております。

Ù 資産除去債務関係
国立民族学博物館第８展示棟一部建物基礎部分には石綿関連法令により使用等が規制されている
石綿が使用されています。
当該石綿は全て封じ込み済みであり、第８展示棟は今後も現状のまま継続して使用する予定であ
りますが、建物解体時には法令による石綿の除去義務がありますので、資産除去債務を有しており
ます。
現時点では、建物解体計画はなく、また、解体計画を策定する場合には予算措置を始め主務官庁
等の総合的な判断が必要となるため解体に関する意思決定は法人単独ではなし得ず資産除去債務を
合理的に見積ることが出来ません。このため、貸借対照表に資産除去債務を計上しておりません。

Ú 重要な債務負担行為
該当事項はありません。

Û 固定資産の減損に係る注記事項
該当事項はありません。

Ü 重要な後発事象
該当事項はありません。

Ý 東日本大震災被害状況に関する注記
平成23年３月11日発生の東日本大震災により国立歴史民俗博物館機械棟受水槽に歪み及び損壊が
発生したことにより、平成22年度国立大学法人施設災害復旧事業（12¶287千円）の実施について国
庫補助事業として文部科学省へ事業計画書を提出しております。
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